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立地適正化計画について

■今後の都市における国の考え方

人口の急激な減少と高齢化を背景として、下記などが課題

○高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環境の実現

○財政面・経済面における持続可能な都市経営

都市再生特別措置法を改定し、下記などを創設

○都市再生整備計画（公共公益施設の整備等に関する計画）

○立地適正化計画（住宅や各種都市機能の立地の適正化を図る計画）

■立地適正化計画の基本的な考え方

福祉や交通なども含めて都市全体の構造を見直し「コンパクトなまちづくり」

及びこれと連携した「公共交通ネットワークの形成」が重要

■集約型都市構造のイメージ

○集約型都市構造

○コンパクトシティ・プラス・ネットワーク

○多極ネットワーク型コンパクトシティ など

■集約型都市構造を目指す理由

都市機能誘導区域

市街化区域等

公共交通軸とバス路線

居住誘導区域

■コンパクトシティをめぐる誤解

課題解決の一つの手段として

・公共投資や行政サービスの効率化

・公共施設の維持管理の合理化

・住宅や宅地の資産価値の維持

・健康増進による社会保障費の抑制

・子育て、医療・福祉の利用環境向上

・コミュニティの維持

・高齢者の健康増進

・CO2排出削減

・エネルギーの効率的な利用

・緑地・農地の保全

・危険性の低い地域の重点利用

・災害時の効率的な避難

高齢者・子育て世代の生活環境 持続可能な都市経営

地球・自然環境 安全・安心（防災）

最も主要な拠点に、全ての住宅を、強制的に、一極集中させるのではないか。

また、これにより郊外が切り捨てられ、地価水準の格差を生むのではないか。

（中心拠点だけでなく、生活拠点も含めた）拠点周辺の利便性を高める

などのインセンティブを講じることにより、そのインセンティブを魅力と捉える

住民が、長い時間の中で徐々に集まってくることを想定しており、急激な

地価変動は見込まれない。



立地適正化計画について

■立地適正化計画策定に当たっての進め方

■赤磐市における関連計画との関係性について

○居住誘導区域：人口密度維持等の観点から居住を誘導すべき区域

○都市機能誘導区域：（下記の）誘導施設の誘導を図る区域

○誘導施設：居住者の共同の福祉や利便の向上のために必要な施設

※誘導施設の例

医療施設、子育て支援施設、社会福祉施設、文化施設、商業施設、行政施設 等

○誘導施策：居住や都市機能を誘導するための施策

【補足】

項目別の現況及び将来見通しの把握

課題の分析及び解決すべき課題の抽出

基本方針及び目指すべき都市の骨格構造の検討

誘導区域 ・ 誘導施設 ・ 誘導施策の検討

定量的な目標値及び評価方法の検討

（パブリックコメントや住民説明会等による）住民意見の聴取

市町村都市計画審議会の意見の聴取

立地適正化計画【案】の作成

計画策定・仮公表 本公表

【参考】小さな拠点のイメージ図

■赤磐市の集約型都市構造に対する考え方

○（公共投資・行政サービスの効率化や公共施設の維持管理の合理化、

住宅や宅地の資産価値の維持、子育て、医療・福祉の利用環境向上

など）集約型都市構造を目指す理由は、当市においてメリットになると

考えている。
○客観的データ等により、（必要な都市機能など）都市の将来像等がより

明確化されることが期待できる。

○都市計画区域外については、中山間
地域等における集落生活圏を目指す
「小さな拠点」の考え方などを参考に、
本市の大きなエンジンである市街地と
地域の拠点をしっかり連携させること
により、持続可能な地域を目指す。

周知期間

■岡山県南広域都市計画区域における取扱い

（必要最小限の商業を含む）居住系の土地利用に関して、
区域区分の変更（市街化区域と市街化調整区域を分ける線の変更
であり、県が都市計画決定権者）を進める場合は、その必要性を
示す根拠の一つとして、策定しなければならないこととされている。

立地適正化計画【原案】の作成 ○公共交通網形成計画 ○公共施設等総合管理計画 ○地域防災計画

○健康増進計画 ○産業振興ビジョン ○子ども・子育て支援事業計画

○農業振興基本計画 ○山陽団地等活性化対策基本構想 など


